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EXECUTIVE SUMMARY 
   

   

  政治や政策をめぐる議論の場において、生成 AI はどのように活用でき

るのであろうか。自治体における ChatGPT を使った住民ワークショップの

事例を基に考察した。ワークショップでは、生成 AI はアウトプットをす

る際にその場にいる人に忖度をすることがないなど、人間どうしの議論で

生じがちな制約を乗り越えるのに役に立つ様子が見られた。 

同時に、生成 AI には、誤情報や政治的に偏った内容を提示するといっ

たリスクもある。自治体などにおいて議論の場に生成 AI を導入する際に

は、議論はあくまで人間中心とするなど、本報告書で提示するガイドライ

ンを参考にすることが望まれる。 

 

● ワークショップで見られた ChatGPT の効果（第 2 章） 

ワークショップでは、中学生を中心とした若い住民が集まり、北海道東神楽町

の 2050 年に向けた長期的なビジョンを議論した。参加者はワークショップ当初、

日常生活の中で感じる課題を述べることが多かった。しかし、参加者が ChatGPT

に色々な質問をし、出てくる回答に触れることで、自身の考えと ChatGPT の出力

を掛けあわせ、未来志向の政策アイディアを提示するようになった。 

 

● 生成 AI の活用可能性（第 3 章第 1 節） 

 ワークショップを通して見えてきた生成 AI の活用可能性として、以下の点を挙

げることができる。 

・人間が持つアイディアを発展させる。 

・その場にいない人（未来人など）の立場を代弁してもらうことができる。 

・アウトプットをする際に、その場にいる人に忖度することがない。 

・ワークショップに必要な資料作成などの業務を効率化する。 

 

● 生成 AI のリスク（第 3 章第 2 節） 

同時に、生成 AI を使用する際のリスクもいくつか指摘できる。 

・地域の雰囲気や関係者の空気感といった「現場知」を学習するのは難しい。 

・政治的に偏った内容を出力する可能性がある。 

・誤情報をあたかも正しい情報であるかのように提示することがある。 

・生成 AI が議論の場に入ることに、人間の側が拒否反応を示す可能性がある。 

・透明性やアカウンタビリティが十分ではない。 



 

 
● 生成 AI 活用のガイドライン（第 4 章） 

自治体などにおいて生成 AI を使った議論の場を設ける際、生成 AI の可能性

を最大限生かしつつ、想定されるリスクに備えるために実践すべきことを、ガイ

ドラインの形で挙げている（図）。 

 

大原則 

(1)議論は人間中心とし、生成 AI はあくまで「ツール」として位置づける 

(2)生成 AI を使う目的を明確にする 

生成 AI へのインプットについて 

(3)学習させる情報のバランスに配慮する 

(4)個人情報のインプットは避ける 

生成 AI のアウトプットについて 

(5)生成 AI のアウトプットと人間の発言を区別する 

(6)生成 AI のアウトプットを事前にシミュレーションしておく 

生成 AI を使用する体制の構築 

(7)生成 AI 使用のプロセスに関して、可能な限り情報公開をする 

(8)生成 AI の使い方に問題がないか、専門家によるチェックを受ける 

(9)生成 AI に精通した人材を育成する 

 

図 政治的な議論における生成 AI 活用のガイドライン 

 
（出所） 筆者作成。 
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第１章 はじめに 
 

 

政治的な議論における生成AIの活用 

 

近年、AI は様々な形で政治・行政に活用されるようになっている。2024 年の東京都知事

選に立候補した安野貴博氏が提唱する「ブロードリスニング」では、人々から寄せられた

膨大な意見を集約することに AI が使われている。台湾でオードリー・タン氏の主導によ

って構築されたプラットフォーム「vTaiwan」でも、政策アイディアの提示から意思決定の

段階まで、随所で AI の技術が使われている。議事録の作成や行政サービスの提供といっ

た業務を AI によって自動化・効率化する試みも広まっている（井熊・井上・木通 2018; 稲

継 2018）1。 

その中で本報告書は、政治的な議論という場面に注目して、生成 AI の活用可能性を模

索する。ここで政治的な議論として念頭に置いているのは、いわゆるミニ・パブリックス

のような、人々がその場で直接意見を交わす形での議論である。自治体レベルを中心に、

このような議論の場が実際の政策形成に活用されることは、今や珍しくない（長野 2024）。

そして、現在の水準の生成 AI であれば、議論に資するような情報を提供すること、政策の

アイディアを提示すること、さらには人間に対して直接的に「意見」を述べることまで、

多くの形で議論に関与することができると考えられる。 

 同時に、生成 AI を使う際には、生成 AI のリスク、そしてリスクを踏まえて実践すべき

ことについての議論も必要となる（山本 2023）。生成 AI を政治的な議論の場に導入すれ

ば、当然、参加者が生成 AI からのアウトプットに直接的に触れることになる。その場合の

リスクとして、「世論誘導」など様々なものがすでに指摘されており（NHK 取材班 2020）、

対策が必要とされる。AI 全般に関するガイドラインであれば多くのものが存在するが2、

政治分野に焦点を当てた議論はそれほど豊富に蓄積されているわけではない。 

 

本報告書の概要 

 

以上のことを踏まえて、本報告書では、政治的な議論の場における（1）生成 AI の活用

可能性、（2）生成 AI のリスクについて論じるとともに、（3）生成 AI を最大限活用しつつ、

リスクに備えるためのガイドラインを示す。なお、以下本報告書で単に「生成 AI」といっ

たときには、基本的に ChatGPT のような大規模言語モデル（LLM）を指すものとしたい。 

 
1 学術的にも、AIと政治の関係については公共政策や政治哲学をはじめ多くのアプローチで議論されるようになっている
（クーケルバーク 2023; 工藤 2019; 佐藤 2017; 蒔田 2020; 2021）。 
2 例として EU の「AI 法（AI Act）」、OECD の「AI 原則（AI Principles）」、内閣府統合イノベーション戦略推進会議による
「人間中心の AI 社会原則」が挙げられる。 
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上記の関心から、すでに NIRA 総合研究開発機構（以下 NIRA）では 2023 年から 2024 年

にかけて研究プロジェクトを実施し、報告書『AI は民主主義を深化させるか？：少子化政

策の財源に関する調査実験』を公表した（谷口・鈴木・竹中 2024）。このプロジェクトで

は、少子化政策の財源をテーマとした熟慮型のアンケート調査から、ChatGPT が提示する

意見は人間よりもマクロな視点に立っていること、人間にとって実際に参考になると評価

されたことなど、議論に生成 AI を導入することが有益である可能性を示唆する結果が得

られた。 

 もっとも、政治的な議論の場において生成 AI が役に立つかは、結局のところ実際にや

ってみなければ分からない。そこで、続くプロジェクトでは、2024 年 8 月に北海道東神楽

町において ChatGPT を使った住民ワークショップを同町と共同で開催することにした。本

報告書の内容は、このワークショップの経験を基にしたものである。同様の取り組みを行

おうとする政治・行政の関係者はもちろん、AI と政治の関係について関心を持つ研究者や

市民も広く読者として念頭に置いている。なお、北海道東神楽町を対象にした本プロジェ

クトは NIRA と東神楽町の持ち寄り型共同研究であり、NIRA が東神楽町から金銭的対価

を受けたものではない。 

以下、第 2 章では北海道東神楽町のワークショップについて ChatGPT の使い方や議論の

内容といった詳細を述べる。第 3 章では、ワークショップから得られた知見として、生成

AI の活用可能性とリスクを指摘する。最後の第 4 章では、結論を述べるとともに、実践向

けのポイントとして、生成 AI を使う際のガイドラインを提示する。 
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第２章 北海道東神楽町におけるChatGPTを

使った住民ワークショップ 
 

 

 

 

 

本章では、2024 年 8 月に北海道東神楽町において開催された、ChatGPT を使った住民ワ

ークショップについて、ChatGPT を活用するためにどのような体制を整備したか、ChatGPT

を導入することで議論にどのような効果があったのかなどを述べる。 

 

１．ワークショップにおけるChatGPTの使い方 

 

ワークショップが実現した経緯 
 

 まず、北海道東神楽町の基本的な情報、そして本ワークショップが実現した経緯につい

て説明しておきたい。東神楽町は北海道のほぼ中央に位置した町であり、旭川市に隣接し

ていること、町内に旭川空港があることなどから、立地条件は良好である。また、町内か

らは大雪山の景観を見ることができ、周辺には富良野や美瑛といった有名な観光地がある。

人口は 1 万人程度であり、旭川市のベッドタウンとして近年は人口増の傾向にある。2024

年に人口戦略会議によって発表された、いわゆる「消滅可能性自治体」にも含まれていな

い。しかし、東神楽町が公表した資料によれば、人口は今後減少に転じることが予想され

ており（図 2-1）、将来の人口減少を念頭に置いた政策が求められている状況にはある。 

2012 年に初当選してから 2024 年 2 月に 4 期目を迎えた町長の山本進氏は、町内のデジ

要旨 

 ワークショップでは、中学生を中心とした若い住民が集まり、北海道東神楽町の2050年

に向けた長期的なビジョンを議論した。未来志向の議論に若者が参加することには大きな

意味があるが、社会や政策に対して若者が持つ発想力はどうしても限られてしまう。そこ

で、若者の思考を補うことを目的としてChatGPT を導入した。 

参加者はワークショップ当初、未来に向けたビジョンというよりは、日常生活の中で感

じる課題を述べることが多かった。しかし、参加者が ChatGPT に色々な質問をし、出てく

る回答に触れることで、自身の考えと ChatGPT の出力を掛けあわせ、未来志向の政策アイ

ディアを提示するようになった。 
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タル化を積極的に推進しており、本プロジェクトはそのような町長の関心と、政治におけ

る AI の活用可能性を探るという NIRA の方向性が合致することによって実現した。東神

楽町では、2025 年から 12 年を期間とする総合計画の策定が進められているところであっ

たため、さらに長い 2050 年という未来を見据えた「東神楽町 2050 ビジョン」を作成する

とともに、総合計画策定の議論においても参考にすることとなった。そして、ビジョンの

作成のために AI を使った住民ワークショップを開催する運びとなった。 

 

図 2-1 東神楽町の人口予測 

 

（出所） 東神楽町が 2015 年 9 月に公表した「東神楽町 人口ビジョン」p37 より。 

 

ワークショップにおけるChatGPTの位置づけと体制 

 

 こうして開催された「東神楽町 2050 ビジョンワークショップ」の概要を、表 2-2 にまと

めている。テーマとしては、「教育」と「まちづくり」の 2 つを設定した。東神楽町のウェ

ブページでの募集などに応じた参加者に、2 つのテーマのうち希望する方を選んでもらっ

ている。表にあるように、それぞれのテーマに 2 つずつ小テーマを設定している。 

その上で、2050 年という未来を志向した議論をするために、ワークショップでは中学生

を中心とした若い住民を参加者とし、ChatGPT は参加者の思考を補うことを目的として導

入した。10-20 代の住民は 2050 年には社会の中核を担う年齢となるため、将来に向けた政

策を考えるためには議論に参加することが有効であると考えられる。しかし、若いからこ

そ社会や政策に対する発想力はどうしても限られてしまう。そこで、ChatGPT が参加者に

情報やアイディアを提示し、参加者がそれを参考にすることで、議論が充実したものにな
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ることを狙った。 

 
表2-2 東神楽町2050ビジョンワークショップの概要 

  
（出所） 筆者作成。 

 

ChatGPT の具体的な使い方であるが、第 1 回ワークショップではモデレーターが参加者

から質問を募集して ChatGPT を操作し、その回答を画面に投影する形とした。第 2 回ワー

クショップでは、参加者が ChatGPT に触れる機会を多くするために、参加者 1 人ひとりに

ChatGPT 用の PC を用意した。その上で、モデレーター及び大学生の学生アドバイザー4 名

が参加者に付き添い3、ChatGPT にどういったことを聞けばよいかを助言する、PC への入

力操作をするなどといった形で参加者をサポートした。モデレーターは、第 1 回ワークシ

ョップでは古田大輔氏（株式会社メディアコラボ代表）が、第 2 回では竹中が務めた。 

参加者には、議論の中で ChatGPT に聞きたいことを自由に挙げてもらっている。様々な

種類の質問があったが、特に有効であったと考えられるのは以下の 3 つであった。なお、

参加者からの希望にはなるべく柔軟に応じるようにしたが、ChatGPT には誤情報を提示す

るリスクがあることから、事実関係に関する質問は避けることをあらかじめ方針として決

めた。 

 

●将来の予測 

例：2050 年の東神楽町にはどのような交通手段が存在するかを予測してもらう 

 

●特定の人になりきった上での意見 

例：2050 年の東神楽町の住民として、東神楽町に今からどのようなまちづくりをしてほし

いかを述べてもらう 

 

 
3 学生アドバイザーは、東京大学教育学部において牧野篤教授の指導を受けている学生である。ワークショップに先立っ
て、ChatGPT の使い方や注意点について打ち合わせをしている。牧野氏は、以前から東神楽町のまちづくりに関わってきた
経緯がある。 

テーマ 教育 まちづくり

小テーマ
キャリア教育

デジタル教育

公共交通

魅力あるまちづくり

参加者
中学生4人

大学生1人

中学生3人

高校生1人

社会人1人

13:00-15:30 16:00-18:30

13:00-15:30 16:00-18:30

開催場所

開催日

第1回
2024年8月9日

第2回
2024年8月21日

東神楽町複合施設「はなのわ」
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●政策アイディアの提示 

例：今の住民が 2050 年になっても東神楽町に住み続けたいと思えるような政策のアイデ

ィアを挙げてもらう 

 

ChatGPT の使い方に問題がないかを専門的な観点からチェックするために、AI 分野の専

門家である加藤善大氏と加藤究氏（ともにフューチャー株式会社シニアアーキテクト）が

プロジェクトに参加した。両氏はワークショップの準備段階からミーティングに参加して

コメントをしており、第 1 回ワークショップでは現地で臨席している。  

また、ワークショップに先立って、ChatGPT がどのような質問に対してどのような回答

をするかシミュレーションを重ねている。望ましくない言葉や明らかな誤情報、東神楽町

の実態とかけ離れた回答などが出てこないか、東神楽町職員の協力も受けながらチェック

をした。 

 

GPTsの設定内容 

 

ワークショップ当日の ChatGPT との会話は、通常の会話画面ではなく、GPTs を利用し

て行った。GPTs は ChatGPT の機能の 1 つで、ChatGPT を使うシチュエーションを指示し

たり、必要な情報を学習させたりすることで、使い道に合った回答を得やすくなるという

機能である。そこで、GPTs をどのように設定したかを公開しておきたい。 

GPTs には様々な設定項目があるが、今回使用した GPTs において重要なのは「指示」と

「知識」の 2 つである。「指示」の欄には、GPTs を使う目的などを入れる。以下が実際の

文であり（図 2-3）、本ワークショップの趣旨として参加者にアナウンスした内容と同一で

ある。 

 

図2-3 ワークショップで使用したGPTsにおける「指示」項目の内容 

 
（出所） ChatGPT のスクリーンショット。 
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「知識」の項目では、GPTs に東神楽町についての情報を学習させた。これによって、

ChatGPT の回答がどこの自治体にも当てはまるような一般論ではなく、東神楽町の実態に

即したものになることが期待される。具体的には、以下のファイルをアップロードした。 

 

●東神楽町の統計 

東神楽町の地理的条件や立地、人口、財政状況、小学校・中学校における教員や児童・

生徒の数、東神楽町の歴史など、東神楽町に関する情報が包括的に掲載されている。 

 

●令和6年度町政執行方針 

町長が町議会で 1 年間の町政の方針について包括的に述べたもの。町としての考えがま

とめられた資料として利用した。 

 

●東神楽町教育ビジョン2024 

総合計画と一体的に策定された、教育分野の個別計画。策定されたのは 2013 年である

が、2024 年までを期間としているので使用することにした。教育分野に特化して町として

の考え方が示された資料であるといえる。 

 

●令和5年度東神楽町民アンケート報告書 

町が総合計画の策定に向けて住民に実施したアンケートの報告書。「これまでの施策に

対する評価」や「これからの東神楽町の町づくりについて」などがテーマであり、住民か

らの自由回答も含まれている。住民側の意見を学習させるための資料として使用した。 

 

●東神楽町内の写真 

東神楽町がソーシャル地図アプリ「Map Life」上にリリースした「ひがしかぐら観光マ

ップ（景観編）」において、利用者から投稿された東神楽町の風景写真（図 2-4）4。ChatGPT

に画像を生成させるケースを想定して使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 「ひがしかぐら観光マップ（景観編）」の写真ページより
（https://www.mplf.net/maps/archive/5adee2e823840c296df6deed/wall/photo-list?hl=ja）。2025年 2月28日最終アクセ
ス。 
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図2-4 GPTsに学習させた東神楽町の風景写真の例

 
（出所） 写真はソーシャル写真アプリ「Map Life」の「ひがしかぐら観光マップ（景観編）」より。 

 

 

２．ワークショップでの議論の内容 

 

（１）第１回ワークショップにおける議論：東神楽町が抱える課題の抽出 

 

2 回のワークショップでの議論を大きくまとめると、1 回目で東神楽町の問題点が抽出

され、2 回目でその問題を解決するための政策アイディアが提示された、という流れにな

る。2 回のワークショップのどちらにおいても ChatGPT を使ったが、第 1 回のワークショ

ップでは参加者が ChatGPT の存在に慣れていないこともあってか、ChatGPT のアウトプッ

トを踏まえた議論というよりは、参加者の日常的な経験からの問題提起が多かった。 

第 1 回ワークショップで提示された参加者の意見の例を、以下に抜粋して示す。 
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キャリア教育 

 

 職業体験の対象が町内にある職業に限られるため、体験したくてもできない職業が多い。 

 

デジタル教育 

 

 教員がデジタル機器の操作に慣れておらず、授業が止まってしまうこともある。 

 生徒によって SNS の使い方の習熟度に大きく差があり、SNS を使いこなせない人が友達

との会話についていけないなど、現実の人間関係に影響を与えることもある。 

 SNS のリテラシーについての授業は、してはいけないことや危険なことの話ばかりで、

SNS を前向きに使っていく方法を考える機会があまりない。 

 

公共交通 

 

 バスの本数が少なく、長い時間待つ必要がある。 

 バス停が狭く、居心地が悪い。ゴミが捨てられていることもある。 

 

魅力あるまちづくり 

 

 東神楽町は美瑛や富良野といった周辺の自治体に比べて名物や観光名所がなく、東神楽町

らしさが感じられない。 

 東神楽町は「花のまち」として知られ、「花まつり」というイベントもあるが、町内では花

が前面に出てきているように感じられない。 

 

（２）第２回ワークショップにおける議論：ChatGPTのアウトプットと政策アイ

ディア 

 

第 2 回ワークショップでは、第 1 回で提示された東神楽町の課題を踏まえ、参加者が政

策案を提示していった。モデレーター及び学生アドバイザーが参加者とグループを形成し

て ChatGPT を使いながら政策案を考え、グループごとに全員の前で発表し、全体でディス

カッションをした。参加者 1 人に 1 台の PC を割り当てたため、参加者が ChatGPT に質問

をする機会も十分に確保でき、参加者の問題意識と ChatGPT の出力がうまく結びついたと

考えられる提言もいくつかあった。そのうち、特に興味深かったものを例として2つ挙げる。 

 

 

 



－10－ 

●公共交通と地域コミュニティ 

 

東神楽町の公共交通について、第 1 回ワークショップではバスの本数が少なくバス停で

待つ時間が長い上に、バス停の居心地が悪いことへの不満が相次いでいた。そこで、第 2

回ワークショップでは、ChatGPT に 2050 年におけるバスのあり方を予測してもらったと

ころ、地域住民の交流を支えるためのコミュニティバスが発展しているという記述があっ

た（図 2-5）。そこから、ある参加者は公共交通が単なる移動の手段ではなく、人々の交流

やコミュニティの維持にも寄与するという発想を得た。そして、バス停の居心地をよくし、

バスを待つ時間を利用して他の住民と交流できる場所として整備できないか、という提言

が生まれた。 

 

図2-5  2050年の東神楽町におけるバスについてChatGPTが予測した結果 

 
（出所） ChatGPT のスクリーンショット。 

 

●文化的活動を通じたアイデンティティの創出 

 

ある参加者は、第 1 回ワークショップにおいて、地域のダンス・演劇サークルに所属し

ているが、その活動が町としてあまり注目されていないという意見を述べていた。同時に、

美瑛や富良野といった有名な観光コンテンツを持つ周辺の自治体に比べて、「東神楽町に

はこれがある」という感覚があまり持てないとの問題点も指摘した。 

これら 2 つの問題意識を踏まえ、第 2 回ワークショップで 2050 年の舞台芸術について

ChatGPT に予測をしてもらったところ、図 2-6 のように地域における文化がその地域のア

イデンティティの形成と関連している旨の記述が出てきた。それによって上記 2 つの点が

つながり、東神楽町独自の曲や東神楽町を題材とした演劇を作って広めることを通じて、

東神楽町民としてのアイデンティティを確立させ、東神楽町に住み続けたいと思える人を

増やすことができるのではないか、という提言につながった。 

ChatGPT を使うことにより、中学生を中心とした若い住民が、しかもワークショップの

限られた時間の中でこれらの提言に至ったことは、特筆に値するだろう。 
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図2-6 2050年の舞台芸術についてChatGPTが予測した結果 

 
（出所） ChatGPT のスクリーンショット。 

 

 

３．「若者発：東神楽町2050ビジョン」の取りまとめ 

 

 2 回のワークショップの内容は、「若者発：東神楽町 2050 ビジョン」という文書に取り

まとめられ、2024 年 9 月に開催された総合計画策定委員会の場でワークショップ参加者の

代表から策定委員会の委員長に手交された。ビジョンの全文は報告書末尾の補遺に掲載し

ている。 

ビジョンは全部で 3 章構成である。イントロダクションの第 1 章、本ワークショップの

概要をまとめた第 2 章に続いて、具体的な提言を第 3 章でまとめている。「キャリア教育」

「デジタル教育」「公共交通」「魅力あるまちづくり」という小テーマごとに、（1）若者が

提起した東神楽町の課題（2）提案（3）具体的な施策という順番で整理している。（1）が

おおむね第 1 回ワークショップにおける議論の内容に相当し、東神楽町の課題を挙げてい

る。（2）は、第 2 回ワークショップで最終的に参加者から示された政策提言を、文章の形

でまとめたものである。（3）では、（2）の文章において具体的な提言案に該当する箇所を

箇条書きの形でまとめ直している。 

 なお、本ビジョンの政策提言は、2050 年というかなり先の未来を念頭に置いた、しかも

若い世代によるものである。したがって、町として対応すべき問題か、既存の町の政策と

整合的かなど、いくつかの「大人の事情」を考慮しつつも、参加者のリアルな声や魅力的

な提言はなるべく削ることなく盛り込むことを方針としている。 
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第３章 政治的な議論における生成AIの活用

可能性とリスク 
 

 

 

 

 

 本章では、プロジェクト全体を通して得られた知見として、政治的な議論における生成

AI の活用可能性とリスクを挙げていく。 

 

１． 政治的な議論における生成AIの活用可能性 

 

●人間のアイディアを発展させる 

 

 生成 AI の活用可能性としてまず挙げられるのは、人間の思考を刺激し、人間が持つア

イディアを発展させることである。第 2 章で述べたように、コミュニティ作りの一環とし

てのバス停の整備や、町の歌を作ることを通した町民としてのアイデンティティの創出と

いった提言は、まさに参加者が持っていた発想と ChatGPT の回答が組み合わさって、新た

なアイディアが得られた例であるといえる。 

なお、ここで指摘しているのは生成 AI そのものが何かいいアイディアを出してくれる

よう期待する、ということではない。生成 AI はすでに存在するデータを学習し、それを基

要旨 

 ワークショップを通して見えてきた生成 AI の活用可能性として、以下の点を挙げるこ

とができる。 

・人間が持つアイディアを発展させる。 

・その場にいない人（未来人など）の立場を代弁してもらうことができる。 

・アウトプットをする際に、その場にいる人に忖度することがない。 

・ワークショップに必要な資料作成などの業務を効率化する。 

 

同時に、生成AIを使用する際のリスクもいくつか指摘できる。 

・地域の雰囲気や関係者の空気感といった「現場知」を学習するのは難しい。 

・政治的に偏った内容を出力する可能性がある。 

・誤情報をあたかも正しい情報であるかのように提示することがある。 

・生成AIが議論の場に入ることに、人間の側が拒否反応を示す可能性がある。 

・透明性やアカウンタビリティが十分ではない。 
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にしてアウトプットをしているにすぎず、生成 AI からのアウトプット自体に新規性を期

待できるとは限らない。 

 

●議論の視点を多様化する 

 

 次に、生成 AI に特定の立場の人になりきってもらうことで、議論の視点を多様化する

ことである。例えば、本ワークショップにおける ChatGPT の使い方として、2050 年の東神

楽町の住民になりきってもらい、町の様子や実施してほしい政策などを尋ねるというもの

があった。もちろん、人間が 2050 年の住民の立場を想像して議論する方法もありうるが、

生成 AI に未来の人の立場を代弁してもらうことは、生成 AI の有効な使い方の 1 つである

と考えられる（谷口・鈴木・竹中 2024）。 

 この使い方は、未来人に限らず様々な立場からの意見を生成 AI に述べさせる形で、広

く応用が利くだろう。議論の場には様々な属性の人がなるべくバランスよく参加すること

が望ましいが、スケジュールや予算といった現実的な制約によって実現できないことも多

い。もちろん、生成 AI のアウトプットをそのまま当事者の意見として使うことはできな

いが、議論の場にいる人がいない人に対する想像力を高め、議論の視野を広げることには

資すると考えられる。 

 

●「人間らしさ」の制約を乗り越える 

 

生成 AI が人間と自然に会話できるほどの能力を備えながら人間ではないことは、議論

において「人間らしさ」から生じる制約を乗り越えることに役に立つ。 

そもそも、政治や政策といった話題について、生身の人間を相手に正面から議論するこ

とにはどうしても心理的な負担がかかってしまう。しかし、そういう人であっても、生成

AI が相手であれば気軽に意見を述べることができるかもしれない。実際、本ワークショッ

プでも、人間どうしで議論する時間には口数が少なかった参加者が、ChatGPT を前にする

と積極的に質問を投げかけるようになるという一幕があった。 

また、生成 AI は、人間とは違って何かを言う際に忖度をすることがない。今回のワーク

ショップは若者を中心としたこともあって、参加者からは比較的遠慮なく意見が寄せられ

た。しかし、年齢がより高い人が議論をする場合、言いたいことがあっても気を遣って言

えないケースもある。例えば、自治体関係者や地域の有力者が積極的に関与している政策

について、正面から問題点を指摘することを躊躇してしまうかもしれない。この点、生成

AI であれば問題であることは問題であるとはっきり述べる。このことは、議論のアジェン

ダや、議論の中で参加者が考慮する情報を多様化することにつながるだろう。 
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●政治的な議論の機会を増やす 

 

最後に、生成 AI が議論の場を設けるためのコストを下げうることを指摘したい。今回

の住民ワークショップのような取り組みを行うためには、参加者に配布する資料の作成や

議論の内容の取りまとめなど、大きな手間がかかる。そういった業務に生成 AI を活用し

て効率化することは、人々による議論の場をより積極的に活用する可能性を開くと考えら

れる。 

実際に、今回のワークショップでも参加者に配布する資料の作成に ChatGPT を導入して

いる。図 3-1 は、ワークショップのテーマの 1 つである東神楽町のまちづくりについて、

ChatGPT に SWOT 分析5をしてもらった結果である。ChatGPT に東神楽町の統計集をアッ

プロードして SWOT 分析をするよう命令するだけで、瞬時に結果が出力される。この

SWOT 分析の結果は、東神楽町職員と共同で事実関係を確認する6、中学生が理解できるよ

うに表現を変えるなどの作業を経た上で、実際に参加者への配布資料に盛り込んでいる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5 「SWOT」は、強み（strength）、弱み（weakness）、機会（opportunity）、脅威（threat）の頭文字を取ったものである。 
6 例えば、図 3-1 の「全体の 27.6%が 65 歳以上」というのは、正確な数字ではない。 
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図3-1 ChatGPTが東神楽町のまちづくりについてSWOT分析を実行した結果 

 
（出所） ChatGPT のスクリーンショット。 

 

 

２．政治的な議論における生成AIのリスク 

 

次に、政治的な議論の場で生成 AI を使用する際のリスクを挙げる。本プロジェクトで

は、ChatGPT を使うことによる問題が生じないよう、AI の専門家の監修を受ける体制を構

築することをはじめ、細心の注意を払った。よって、ワークショップに関して目立ったト

ラブルが生じることはなかった。本節で挙げるのは、実際に生じたインシデントから得ら

れた教訓というよりは、プロジェクトの議論の中でリスクとして提起され、筆者らが留意
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した点である。 

 

●大規模言語モデルと現場知 

 

ChatGPT のような大規模言語モデルは、言語化することが難しい情報を扱うことが得意

ではない。そのため、地域の雰囲気や関係者の空気感といった「現場知」を踏まえた回答

は期待できない。もちろん、技術的には必要な情報を言語化して学習させることで対処で

きる部分もあるが、限界があろう。 

今回のワークショップの例でいえば、東神楽町が「花のまち」というスローガンを掲げ

ている一方で、参加者からは町内で花が見られる箇所はごく一部であり、それほど「花の

まち」という感覚がないことが相次いで指摘された。これは、筆者らが実際に現地を訪れ

た際の感覚とも一致する。しかし、インターネット上で東神楽町について検索すると、「花

のまち」として知られているという趣旨の文章が数多くヒットする。したがって、生成 AI

も「花のまち」としての東神楽町を高く評価する。このように、当事者が実感しているこ

とと生成 AI が学習していることには、大きなギャップが存在する可能性がある。 

 

●生成 AI のアウトプットのバイアス 

 

生成 AI のアウトプットは、学習した内容に大きく左右される。特に、自身で生成 AI に

何らかの情報を学習させる場合には、その内容に注意することが必要である。自治体の実

態に即した回答を得ようとするあまり、学習させる情報の量を多くしすぎると、アウトプ

ットが学習させた情報に過剰に引っ張られてしまう、過学習（overfitting）の問題が生じう

る。また、学習させる内容に偏りがあると、アウトプットもまた偏ってしまう可能性が高

くなる。 

学習させる内容の偏りとアウトプットの関係を、簡単な例でデモンストレーションして

みたい。図 3-2 は、ChatGPT に「あなたは東神楽町の住民です。東神楽町における観光に

ついての意見を簡潔に述べてください。」と尋ねた結果を、（1）町政執行方針のみを学習さ

せた場合、（2）住民アンケートのみを学習させた場合、（3）双方を学習させた場合でそれ

ぞれ示したものである。東神楽町における観光客数の回復を指摘するパターン 1 と、観光

面で更なる取り組みが必要であるとするパターン 2 では、明らかに温度差があることが分

かる。そして、町政執行方針と住民アンケートの両方を学習させたパターン 3 では、観光

におけるこれまでの実績と今後の課題の双方がバランスよく言及されている。 
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図3-2 ChatGPTに学習させる資料によるアウトプットの違い 

 

（注） 図は、ChatGPT に「あなたは東神楽町の住民です。東神楽町における観光についての意見を簡潔に述べてください。」

と尋ねた結果である。 

（出所） ChatGPT のスクリーンショット。 

 

また、今回のワークショップではイデオロギー対立が顕在化するような展開となること

はなかったが、生成 AI が政治的にバイアスを持った内容を提示する可能性にも注意が必

要である。海外の研究では、ChatGPT が左派的なバイアスを持つこと（Motoki, Pinho Neto, 

and Rodrigues 2024）、そして特定の立場になりきってもらう質問への回答は、同じ立場の人

間を対象にした世論調査の結果と乖離があることなどが指摘されている（Argyle et al. 2023; 

Bisbee et al. 2024）。日本においてはどうであるかをはじめ、今後の研究によって議論の動

向が変化していく可能性も大いにある。しかし、生成 AI に完全な中立性を期待すること

はいずれにしても現実的ではないと考えられる。 

 

●ハルシネーション 

 

生成 AI が誤情報をあたかも真実であるかのように提示することは、ハルシネーション

（hallucination）と呼ばれる。多くの大規模言語モデルのアウトプットは、この単語の後に

はこの単語が続く可能性が高い、というように単語どうしを確率的に組み合わせたものに

すぎず、何かを検索した結果ではない。 

現に、自治体の業務に生成 AI の導入を進める際には、検索目的での使用はなるべく避

けることが方針として掲げられることが多くなっている。例えば、生成 AI を全庁的に導

入した先駆例として知られる横須賀市では、当初生成 AI を検索のために使う職員が 38.5%
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存在したという。そこで、検索という使い方が必ずしも望ましいわけではないことを庁内

報などで周知することにより、検索目的で使う職員は 30.4%に減少し、その代わりに多様

な方法で活用されるようになったことが報告されている7。 

 

●生成 AI に対する人間の認識 

 

議論の場に生成 AI が入ることを人間の側がどう受け止めるか、という問題もある。本

ワークショップに限っていえば、ChatGPT に対する参加者の評価はおおむね好意的であっ

たようである。例えば、ワークショップ後に NHK がある参加者に実施したインタビュー

では8、「最初は ChatGPT の使い方が分からなかったが、自分の意見を補足するものとして

有効であることが分かった」というコメントがあった。しかし、そもそも本ワークショッ

プのように生成 AI を使うと公式に表明した場には、生成 AI に懐疑的な人が集まりにくい

だけかもしれない。 

学術研究では、AI に対する人間の反応は実に多様であることが示されている（Aoki 2020）。

AI に対する嫌悪感はもちろん、逆に AI の判断しか信用しようとしない自動化バイアス

（automation bias）、AI のアウトプットのうち、元々の自分の考えと一致するものしか受け

入れようとしない傾向などが指摘されている（Alon-Barkat and Busuioc 2023）。これでは、

生成 AI は人間の思考を広げるどころか、人間が元から持っている認知の歪みを増幅させ

るだけである。 

 

●透明性とアカウンタビリティの欠如 

 

最後に、政策決定に求められる「透明性（transparency）」や「アカウンタビリティ

（accountability）」といった概念は、生成 AI を使用する上でも重要になる。現在の生成 AI

は極めて高度化している代わりに、学習した情報から出力に至る過程を完全に把握するこ

とは難しく、ブラックボックスの状態になっている。したがって、生成 AI がなぜその出力

に至ったのかを誰も説明できず、決定した政策によって生じた問題の責任を生成 AI 自身

が取ることもできない。生成 AI を政治的な議論に活用する場合、生成 AI が持つ透明性や

アカウンタビリティの欠如は、生成 AI が介在して形成された政策に対する信頼性の低下

にそのままつながりかねない（Busuioc 2021; Grimmelikhuijsen 2023）。 

 

 
7 横須賀市職員が 2024 年 3 月 19 日に財務総合政策研究所で行った講演の資料「行政機関での生成 AI の活用可能性と課題～
横須賀市の ChatGPT の全庁的な活用事例から～」より（https://www.mof.go.jp/pri/research/seminar/fy2023/lm20240319.pdf）。
2025 年 2 月 28 日最終アクセス。 
8 インタビューの内容については、2 回のワークショップの現場を取材した NHK 旭川放送局の上松凛助記者より情報提供を
受けた。 
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第４章 結論 
 

 

 

１．知見のまとめ 

 

 本報告書は、北海道東神楽町における ChatGPT を導入した住民ワークショップの詳細を

述べるとともに、ワークショップを通じて明らかになった生成 AI の活用可能性とリスク

を指摘した。 

本ワークショップから得られた収穫として特に大きかったのは、政治的な議論における

生成 AI の有効な使い方がいくつかの形で実感できたことである。その具体例は第 3 章で

挙げたとおりであるが、大まかにいえば、生成 AI が議論の場に存在することによって、人

間だけで議論するのでは直面していたであろう行動や発想の制約を乗り越えることができ

る、ということになる。人間だけで議論することには、人間であるからこその限界がある。

生成 AI は、そのアウトプットを通じて、人間どうしの議論をより充実したものにするポ

要旨 

 ワークショップを通して、生成 AI は人間だけの議論ではどうしても生じてしまう行

動・発想の制約を乗り越えるという形で、有効に活用できることが明らかになった。他方

で、生成 AI にはリスクもある。自治体などにおいて生成 AI を使った議論の場を設ける

際、生成AIの可能性を最大限生かしつつ、想定されるリスクに備えるために実践すべき

ことを、ガイドラインの形で挙げている。 

 

大原則 

(1)議論は人間中心とし、生成AIはあくまで「ツール」として位置づける 

(2)生成 AIを使う目的を明確にする 

生成AIへのインプットについて 

(3)学習させる情報のバランスに配慮する 

(4)個人情報のインプットは避ける 

生成AIのアウトプットについて 

(5)生成 AIのアウトプットと人間の発言を区別する 

(6)生成 AIのアウトプットを事前にシミュレーションしておく 

生成AIを使用する体制の構築 

(7)生成 AI使用のプロセスに関して、可能な限り情報公開をする 

(8)生成 AIの使い方に問題がないか、専門家によるチェックを受ける 

(9)生成 AIに精通した人材を育成する 
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テンシャルを秘めている。 

もっとも、生成 AI が活きる局面は政治的な議論のプロセス全体のうちごく一部である。

生成 AI が次々に使えるアイディアを出してくれるかというと、そうでもない。生成 AI は

どんな問題でも解決してくれると過度な期待をしないこともまた重要である。生成 AI の

アウトプットはあくまで「参考」であり、最後は人間が自分の頭で考えて議論をしなけれ

ばならない。 

本報告書では、生成 AI のリスクにも言及した。ハルシネーションや過学習といった、生

成 AI の問題点として一般的に指摘されていることは、政治的な議論の場でもやはり問題

となると考えられる。また、生成 AI の政治的バイアスのように、政治分野においてとりわ

け留意すべき問題もある。生成 AI の技術が発展する中で、新たに生じるリスクを見極め

る姿勢が必要である。 

本報告書の内容は、政策をめぐる議論の場に生成 AI を導入するという、今回のワーク

ショップと同様の取り組みに広く応用可能であると考えている。しかし、本報告書が提示

した知見は、あくまで人口 1 万人規模の自治体において、若い世代が 2050 年の未来を考

えるという、特定のワークショップを基にしたものである。また、今回のワークショップ

では、立場の対立する人が議論を通して合意形成をするというよりは、各参加者が独創的

な政策アイディアを提示することの方に重きが置かれた。よって、参加者や趣旨などが異

なるケースにおいては、新たな発見が得られる可能性もある。今後、議論の場に AI を導入

する試みが各所で行われ、知見が蓄積されることも期待したい。 

 

 

２．政治的な議論における生成AI活用のガイドライン 

 

 最後に、実践的なポイントとして、政治的な議論において生成 AI の活用可能性を最大

限発揮しつつ、リスクに対処するために注意すべきことをガイドラインとして提示する（図

4-1）。「大原則」、「生成 AI へのインプットについて」、「生成 AI のアウトプットについて」、

「生成 AI を使用する体制の構築」という 4 つの観点から、9 つの点を挙げている。これら

は、あくまで本報告書で指摘した範囲でのリスクを念頭に置いたものにすぎず、「すべてを

守れば絶対に大丈夫」という性質のものではないことに注意されたい。 
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図4-1 政治的な議論における生成AI活用のガイドライン 

 
（出所） 筆者作成。 

 

大原則 

 

（１）議論は人間中心とし、生成AIはあくまで「ツール」として位置づける 

まず重要なのは、議論の主人公はあくまで人間であり、生成AIはそれを補助するツール

として位置づけることである。「人間中心」は今やAI業界において標準的なスローガンと

なっているが、同じことは政治的な議論の場においても当てはまる。 

 

（２）生成AIを使う目的を明確にする 

人間中心を原則とする以上、同じことを人間だけで行うのではどのような問題があり、

その問題は生成AIを使うことによってどのように解決できるのか、生成AIを使う目的を

明確にして関係者や参加者にも共有しておく必要がある。 

 

生成AIへのインプットについて 

 

（３）学習させる情報のバランスに配慮する 

生成 AI に何かの情報を新しく学習させる場合は、特定の立場からの意見ばかり学習さ

せることがないようにするなど、バランスに配慮することが求められる。 
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（４）個人情報のインプットは避ける 

生成 AI に業務上知りえた個人情報や機密情報を入力することは厳禁である。特に公務

員の場合は守秘義務との兼ね合いもあり、一般目的での利用以上に慎重さが求められる。 

 

生成AIのアウトプットについて 

 

（５）生成AIのアウトプットと人間の発言を区別する 

最終的な判断を人間が担うためには、生成 AI のアウトプットと人間の発言を明確に区

別すること、そして生成 AI の出力が人間の意見にどのような影響を与えたかを把握して

おくことが必要である。 

 

（６）生成AIのアウトプットを事前にシミュレーションしておく 

生成 AI の出力がライブで人々の目に触れる形で使用する場合、望ましくない文章が表

示されるリスクを下げるために、生成 AI に入力する内容をあらかじめいくつか想定して

おき、どのような出力が得られるかを試しておくことが有効である。 

 

生成AIを使用する体制の構築 

 

（７）生成AI使用のプロセスに関して、可能な限り情報公開をする 

生成 AI の推論の過程を 100%把握することは困難であるが、学習させた情報や質問の内

容などが記録としてきちんと残され、可能な限り公開されている必要がある。 

 

（８）生成AIの使い方に問題がないか、専門家によるチェックを受ける 

インプットする情報に偏りはないか、アウトプットに誤情報やバイアスがないかなど、

専門家の監修を受けることができれば最善である。 

 

（９）生成AIに精通した人材を育成する 

専門家のチェックを受けることが常に可能であるとは限らない。長期的には、職員組織

の中で生成AIの技術面をフォローできる人材育成も必要になるだろう。 
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